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的機能維持増進協定制度」が、平成25（2013）年

度に開始された。

国有林野事業では、同制度の活用により、隣接・

介在する民有林と一体となった間伐等の施業の実施

や、世界自然遺産地域における生物多様性保全に向

けた外来樹種の駆除等に向け、民有林所有者等との

合意形成を進めており、令和２（2020）年３月末現

在までに20か所（595ha）の協定が締結された（資

料Ⅳ－７）。

（２）林業の成長産業化への貢献

現在、施業の集約化等による低コスト化や担い手

の育成を始め、林業の成長産業化に向けた取組の推

進が課題となっている。このため、国有林野事業で

は、その組織、技術力及び資源を活用し、多様な森

林整備を積極的に推進する中で、森林施業の低コス

ト化を進めるとともに、民有林関係者等と連携した

施業の推進、施業集約化への支援、林業事業体や森

林・林業技術者等の育成及び林産物の安定供給等に

取り組んでいる。

（低コスト化等に向けた技術の開発・普及）

国有林野事業では、事業発注を通じた施策の推進

や全国における多数の事業実績の統一的な分析等が

可能であることから、その特性を活かし、植栽本数

や下刈り回数・方法の見直し、ICT（情報通信技術）

等を活用した効率的な森林管理、シカ防護対策の効

率化、早生樹の導入等による林業の低コスト化等に

向け、先駆的な技術等について各森林管理局が中心

となり、地域の研究機関等と連携しつつ事業レベル

での試行を進めている（事例Ⅳ－６）。さらに、現地

検討会等の開催による地域の林業関係者との情報交

換や、地域ごとの地形条件や資源状況の違いに応じ

ドローンを活用したシカ防護柵等の資材運搬の取組事例Ⅳ－6

四国森林管理局安
あ

芸
き

森林管理署（高知県安芸市）が所在する高知県東部は、地形が急峻であり、森林作業道の
作設に適さない林分が多いことから、伐採作業への車両系林業機械の導入が難しく、造林作業への活用も進みに
くい地域である。このため、人力による作業の比重が大きくなっており、林業従事者の減少と高齢化が進む中で
労働負荷の軽減は大きな課題となっている。
このような状況の中、ニホンジカの生息数増加に伴う食害防止のため、主伐後の再造林に際してシカ防護柵の

設置が不可欠となっているが、ネットや支柱などの資材を作業箇所へ人力で運搬しなければならないことが大き
な負担となっており、改善の必要があった。
そこで、同署管内の国有林における森林整備事業において、高知県馬

うま

路
じ

村
むら

の林業事業体である「株式会社エコ
アス馬路村」は、大型ドローンを活用し、防護柵延長3.5kmの資材の運搬を機械力で行う試行的な取組を行った。
この結果、現場での労力が大幅に軽減されるとともに作業時間が短縮され、作業の効率化が図られた。
同署では、このような先進的な取組等について現地検討会を開催し、地域の林業関係者への普及に努めており、

今後も関係者と連携しながら、ドローンを活用した作業効率化の普及と林業技術者の育成に取り組むこととして
いる。

ドローンによる資材運搬の様子
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た低コストで効率的な作業システムの提案及び検証

を行うなど、民有林における普及と定着に努めてい

る（資料Ⅳ－８）。令和元（2019）年６月から、国有

林において行う技術開発の成果を、体系的に整理し

データベース化した「国有林野事業技術開発総合

ポータルサイト」を公開し、国有林野の管理経営に

役立てるとともに、森林・林業・木材産業関係者等

への情報発信に取り組んでいる。

特に近年は、施工性に優れたコンテナ苗の活用に

よる効率的かつ効果的な再造林手法の導入・普及等

を進めるとともに、植栽適期の長さ等のコンテナ苗

の優位性を活かして伐採から造林までを一体的に行

う「伐採と造林の一貫作業システム＊7」の普及に取

り組んでいる。この結果、国有林野事業では、令和

元（2019）年度には3,360haでコンテナ苗を植栽し

（資料Ⅳ－９）、1,078haで伐採と造林の一貫作業

を実施した（資料Ⅳ－10）。

これらの植栽を通じて、我が国でのコンテナ苗の

普及に向け、技術的課題の把握、使用方法の改善等

に取り組んでいる。

また、近年、森林・林業分野でも活用が期待され

ている、効率的に上空から森林の状況把握を行うこ

とのできるドローンについて、山地災害の被害状況

及び事業予定のある森林の概況の調査等への活用や

実証に取り組んでいる。

（民有林と連携した施業）

国有林野事業では、地域における施業集約化の取

組を支援し、森林施業の低コスト化に資するため、

民有林と連携することで事業の効率化や低コスト化

等を図ることのできる地域においては、「森林共同

施業団地」を設定し、民有林と国有林を接続する路

網の整備や相互利用、連携した施業の実施、民有林

材と国有林材の協調出荷等に取り組んでいる。

令和２（2020）年３月末現在、森林共同施業団地

の設定箇所数は167か所、設定面積は約43万ha（う

ち国有林野は約23万ha）となっている（資料Ⅳ－

11、事例Ⅳ－７）。

（林業事業体及び森林・林業技術者等の育成）

国有林野事業は、国内最大の森林を管理する事業

＊7 伐採と造林の一貫作業システムについては、特集１第２節（２）31-32ページを参照。

発注者であるという特性を活かし、林業事業体への

事業の発注を通じてその経営能力の向上等を促すこ

ととしている。

（ha）

H20
（2008）

21
（09）

22
（10）

23
（11）

24
（12）

25
（13）

26
（14）

27
（15）

28
（16）

29
（17）

（年度）30
（18）

R1
（19）

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

2,800

3,200

3,600

1 8 48 45 181 191
452

1,232
1,569

3,360

2,431

664

国有林野におけるコンテナ苗の
植栽面積の推移

資料Ⅳ－9

資料：林野庁業務課調べ。
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資料Ⅳ－10

資料：農林水産省「国有林野の管理経営に関する基本計画の実
施状況」

国有林野事業の現場を活用した
現地検討会等の実施状況

資料Ⅳ－8

区　分 実施状況

　実施回数 295回

　延べ参加人数 10,699人

うち民有林関係者 4,540人

注１：令和元（2019）年度に、森林管理局や森林管理署等が主
催又は共催した、作業システム、低コスト造林等をテー
マとした現地検討会等の実施状況。

　２：民有林関係者とは、国有林野事業職員以外で、地方公共
団体や林業事業体の職員等。 

資料：農林水産省「令和元年度　国有林野の管理経営に関する
基本計画の実施状況」
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具体的には、総合評価落札方式や２か年

又は３か年の複数年契約、事業成績評定制

度の活用等により、林業事業体の創意工夫

を促進している。このほか、作業システム

や路網の作設に関する現地検討会の開催に

より、林業事業体の能力向上や技術者の育

成を支援するとともに、市町村単位での今

後５年間の伐採量の公表や森林整備及び素

材生産の発注情報を都道府県等と連携して

公表することにより、林業事業体の事業展

開に効果的な情報発信に取り組んでいる。

また、近年、都道府県や市町村の林務担

当職員の不在、森林・林業に関する専門知

識の不足等の課題がある中、国有林野事業

の職員は、森林・林業の専門家として、地

域において指導的な役割を果たすことが期
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森林共同施業団地の設定状況資料Ⅳ－11

　注：各年度末の数字であり、事業が終了したものは含まない。平成30
（2018）年度に４か所で事業が終了し、令和元（2019）年度に新たに
３か所で森林共同施業団地を設定（0.9万haうち国有林0.7万ha）し
て事業を開始。

資料：農林水産省「令和元年度　国有林野の管理経営に関する基本計画の
実施状況」

森林共同施業団地における民有林と連携した施業事例Ⅳ－7

近畿中国森林管理局三重森林管理署（三重県亀
かめ

山
やま

市）の悟
ご

入
にゅう

谷
だに

・古
こ

野
の

裏
うら

山
やま

国有林（三重県いなべ市）に隣接する
民有林では、木材の搬出等が可能な林道がなく、架

か

線
せん

や長距離の森林作業道の開設が必要であった。こうした中、
効率的な木材搬出を推進するため、平成28（2016）年７月、同署は、三重県・岐阜県の民有林（津水源林整備事
務所、岐阜県森林公社及び海

かい

津
づ

市太田自治会）との間に「悟入谷・古野裏山地域森林共同施業団地」を設定
（765.77ha）した。その後も、隣接する民有林から協定参加者が増加し、令和２（2020）年度に団地面積は
1,711.89haまで拡大した。
団地設定から令和元（2019）年度までの４年間で、国有林から民有林へ接続する路網の作設、国有林林道及び

木材集積場（中間土
ど

場
ば

）を使用した大型トラックでの木材搬出を行い、国有林から約14,600㎥、民有林から約
2,200㎥の素材生産が実現している。このうち、令和元（2019）年度には、民国双方の事業予定を綿密に調整し、
民有林材と国有林材を協調して安定供給する民国連携システム販売を行い、バイオマス用（低質材）を含む国有
林材2,532㎥、民有林材224㎥を木材加工流通事業者に供給した。
令和３（2021）年度からの第２期協定期間（５年間）においても、協定関係者間で協議を行いながら、事業量

の確保、木材の安定供給、連結路網の整備、協定者及び区域の拡大に向けた取組を推進していく。

悟入谷・古野裏山地域の森林共同施業団地全体図
（岐阜・三重県）

森林共同施業団地内での民有林材搬出の様子
（民国連携システム販売）
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待されている。このため、国有林野事業では、専門

的かつ高度な知識や技術と現場経験を有する「森林

総合監理士（フォレスター）」等を系統的に育成し、

森林管理署と都道府県の森林総合監理士等との連携

による「技術的援助等チーム」の設置等により、市

町村行政に対し「市町村森林整備計画」の策定とそ

の達成に向けた支援等を行っている（事例Ⅳ－８）。

さらに、国有林野の多種多様なフィールドの提供

を通じた研修等の開催により民有林の人材育成を支

援するとともに、大学や林業大学校など林業従事者

等の育成機関と連携して、森林・林業に関する技術

指導に取り組んでいる。

（森林経営管理制度への貢献）

平成31（2019）年４月から運用を開始した森林

経営管理制度が効率的に機能するよう、国有林野事

＊8 国有林野の管理経営に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第31号）

業においても積極的に貢献していく必要がある。こ

のため、市町村が集積・集約した森林の経営管理を

担うこととなる林業経営者に対する国有林野事業の

受注機会の拡大へ配慮するほか、市町村林務行政に

対する技術的支援や公的管理を行う森林の取扱手法

の普及、地域の方々の森林・林業に対する理解の促

進への寄与等に取り組むこととしている。また、国

有林野事業で把握している林業経営者の情報を市町

村に提供することとしており、これらの取組を通じ

て地域の林業経営者の育成を支援することとしてい

る。

（樹木採取権制度の創設）

令和元（2019）年６月、「国有林野の管理経営に

関する法律等の一部を改正する法律＊8」が成立し、

令和２（2020）年４月から施行された。同法により、

県と連携した市町村等への技術支援事例Ⅳ－8

東北森林管理局は、秋田県と連携して平成25（2013）年に「秋田県フォレスター協議会」を設置するとともに、
秋田県内の森林管理署等と秋田県の各地域振興局が流域ごとにフォレスターチームを編成し、市町村職員や林業
事業体等の森林・林業関係者を技術面等から支援している。このうち「雄

お

物
もの

川
がわ

流域フォレスターチーム」では、
地域の共通課題である伐採後の確実な更新に向けた支援として、令和２（2020）年９月、11月に湯

ゆ

沢
ざわ

市及び五
ご

城
じょう

目
め

町
まち

の民有林伐採跡地において、延べ48名を対象に、天然更新が期待できる条件や天然更新の完了の判定に
必要なプロットの取り方、稚樹の種類の判別法、樹高の測定方法等の実習を行った。
また、同チームは、地域で需要が高まっている広葉樹の有効利用を促進するため、10月に民有林伐採現場に
おいて、伐倒した広葉樹の太さと曲がりから判断される最適な採材について現地検討会を開催し、11月には秋
田市の木材流通センターにおいて、買い手が高く判断するポイントや出材された製品の欠点等について市場関係
者からの講義を交えて意見交換を行い、延べ71名が参加した。
今後も、秋田県フォレスター協議会の連携体制の下で、国有林のフィールドや技術等を活かしながら市町村や

林業事業体等への積極的な支援を行うこととしている。

市場関係者から広葉樹材の買い手が高く
評価するポイントの説明を受ける様子

天然更新完了判定講習会にて更新樹種の樹高を
測定する様子
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森林経営管理制度の要となる林業経営者を育成する

ため、民間事業者が、国有林野の一定の区域におい

て、一定期間、安定的に樹木を採取できる「樹木採

取権制度」が創設された。

樹木採取権の設定を受けることにより、長期的な

事業量の見通しが立ち、計画的な雇用や林業機械の

導入が促進され、経営基盤の強化につながり、森林

経営管理制度の要となる林業経営者の育成が図られ

ることが期待される。

（樹木採取権制度の概要）

同制度は、地域の林業経営者が対応可能な区域面

積200～300ha程度を想定し、権利の存続期間は

10年を基本に運用することとしている。樹木採取

権の設定を受ける者は、都道府県の公表する経営管

理実施権の設定を受けることを希望する民間事業者

又は同等の能力を有する者であること、川中・川下

事業者と連携すること等を要件としており、樹木の

対価である樹木料の額の多寡のほか、雇用の増大等

の地域の産業の振興への寄与等を総合的に評価して

選定することとしている。

樹木の採取に当たっては、一箇所当たりの伐採面

積の上限や渓流沿いの保護樹帯の設置等、国有林の

伐採ルールに則り、国が樹木採取区ごとに定める基

準や国有林野の地域管理経営計画に適合しなければ

ならないこととしており、公益的機能の確保に支障

を及ぼさない仕組みとしている。また、樹木採取権

者がこれらに違反した場合は樹木採取権を取り消す

ことも可能としている。

一方、樹木の採取跡地における植栽については従

来どおり国が確実に実施することとしているが、採

取と植栽を一体的に行うことが効率的であるため、

樹木採取権者が伐採と併せて植栽の作業を行う仕組

みとしている（資料Ⅳ－12）。

令和２（2020）年度はパイロット的な取組に向け

た準備を行った。

（林産物の安定供給）

国有林野事業では、公益重視の管理経営の下で行

われる施業によって得られる木材について、持続的

かつ計画的な供給に努めることとしている。

国有林野事業から供給される木材は、国産材供給

樹木採取権制度における事業実施の基本的な流れ資料Ⅳ－12

樹木採取区の指定（国）

５
年
ご
と
に
繰
り
返
し

　効率的かつ安定的な林業経営の育成を図るため、
基準に該当する国有林野を指定

樹木採取権の設定（国⇒樹木採取権者）
権利設定料の納付、
運用協定の締結（権利存続期間満了まで）

樹木採取権の行使（樹木採取権者）

権利存続期間満了

毎年度の実施状況の報告
（樹木採取権者 国）

施業の計画を含む５年間の実施契約の締結
（国⇔樹木採取権者）

樹木料の納付（毎年度、伐採箇所を確定して算定）

公募～審査・評価～選定（国）
　審査要件に適合している者の中から、申請内容を
総合的に評価して、関係都道府県知事に協議の上、
権利を受ける者を選定

（単独による申請の他、複数の事業者が水平連携し
て協同組合等の法人として申請することも可能）

●樹木の採取に適する相当規模の森林資源が存在する一団の
国有林野
●国有林と民有林に係る施策を一体的に推進することにより産
業の振興に寄与すると認められるものであること
等の基準に該当する必要

●定期報告に加え、必要に応じて、国から樹木採取権者に対し
て報告を求め、調査し、指示
●重大な契約違反や指示に従わない場合は権利を取消し

●国が樹木採取区ごとに定める基準や地域管理経営計画に適
合する必要
　公益的機能の確保の観点から、現行の国有林のルールを厳守

　（例） ●一箇所当たりの皆伐面積の上限（５ha）
 ●尾根や渓流沿いへの保護樹帯（50m以上）の設置  等

●樹木採取権者は伐採と一体的に植栽を実施

（審査要件）
●意欲と能力のある林業経営者又は同等の能力を有する者
●川中事業者、川下事業者と連携する者　等
　（総合的な評価の項目例）
　樹木料の申請額、事業の実施体制（同種事業の実績等）、
地域の産業の振興に対する寄与（雇用の増大等）　等
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量の１割強を占めており、令和元（2019）年度の木

材供給量は、立木によるものが170万㎥（丸太換

算）、素材（丸太）によるものが262万㎥となってい

る。

国有林野事業からの木材の供給に当たっては、集

成材・合板工場や製材工場等と協定を締結し、林業

事業体の計画的な実行体制の構築に資する国有林材

を安定的に供給する、国有林材の安定供給システム

による販売（以下「システム販売」という。）を進め

ている。システム販売による丸太の販売量は増加傾

向で推移しており、令和元（2019）年度には丸太の

販売量全体の72％に当たる187万㎥となった（資料

Ⅳ－13）。また、システム販売の実施に当たっては、

民有林所有者等との連携による協調出荷に取り組む

とともに、新規需要の開拓に向けて、燃料用チップ

等を用途とする未利用間伐材等の安定供給にも取り

組んでいる。

さらに、国有林野事業については、全国的なネッ

トワークを持ち、国産材供給量の１割強を供給し得

るという特性を活かし、地域の木材需要が急激に変

動した場合に、地域の需要に応える供給調整機能を

発揮することが重要となっている。このため、平成

25（2013）年度から、林野庁及び全国７つの森林

管理局において、学識経験者のほか川

上、川中及び川下関係者等から成る「国

有林材供給調整検討委員会」を開催す

ることにより、地域の木材需給を迅速

かつ適確に把握し、需給に応じた国有

林材の供給に取り組むこととしてい

る。新型コロナウイルス感染症による

木材需給への影響に対しては、各森林

管理局における国有林材供給調整検討

委員会での意見を踏まえ、全ての森林

管理局において、市場への木材供給量

を絞り込む措置として立木販売の搬出

期間の延長等の対策を実施した＊9。ま

た、平成27（2015）年度から、全国

７ブロックで開催されている「需給情

報連絡協議会」に各森林管理局も参画

＊9 「新型コロナウイルス感染症による林業・木材産業への影響と対応」については、特集２（51-63ページ）を参照。

するなど、地域の木材価格や需要動向の適確な把握

に努めている。

このほか、ヒバや木曽ヒノキなど民有林からの供

給が期待しにくい樹種や広葉樹の材を、多様な森林

を有しているという国有林野の特性を活かして、供

給している（事例Ⅳ－９）。

（３）「国民の森
も

林
り

」としての管理経営等

国有林野事業では、国有林野を「国民の森
も

林
り

」と

して位置付け、国民に対する情報の公開、フィール

ドの提供、森林・林業に関する普及啓発等により、

国民に開かれた管理経営に努めている。

また、国有林野が、国民共通の財産であるととも

に、それぞれの地域における資源でもあることを踏

まえ、地域振興へ寄与する国有林野の活用にも取り

組んでいる。

さらに、東日本大震災からの復旧及び復興に貢献

するため、国有林野等における被害の復旧に取り組

むとともに、被災地のニーズに応じて、海岸防災林

の再生や原子力災害からの復旧等に取り組んでい

る。
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国有林野からの素材販売量の推移資料Ⅳ－13

　注：各年度末の値。
資料：平成25（2013）年度までは、林野庁業務課調べ。平成26（2014）年度以

降は、農林水産省「国有林野の管理経営に関する基本計画の実施状況」。
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（ア）「国民の森
も

林
り

」としての管理経営

（国有林野事業への理解と支援に向けた多様な情報

受発信）

国有林野事業では、「国民の森
も

林
り

」としての管理

経営の推進と、その透明性の確保を図るため、事業

の実施に係る情報の発信や森林環境教育の活動支援

等を通じて、森林・林業に関する情報提供や普及・

啓発に取り組んでいる。

また、各森林管理局の「地域管理経営計画」等の

策定に当たっては、計画案についてパブリックコメ

ント制度を活用するとともに、計画案の作成前の段

階から広く国民の意見を集めるなど、対話型の取組

による双方向の情報受発信を推進している。

さらに、国有林野における活動全般について国民

の意見を聴取するため、一般公募により「国有林モ

ニター」を選定し、「国有林モニター会議」や現地

見学会、アンケート調査等を行っている。国有林モ

ニターには、令和２（2020）年４月現在、全国で

373名が登録している。

このほか、ホームページの内容の充実に努めると

ともに、森林管理局の新たな取組や年間の業務予定

等を公表するなど、国民への情報発信に積極的に取

木材市場と連携した特殊な寸法や品質の木材の供給事例Ⅳ－9

公共建築物や神社仏閣等の建設には、一般的に流通していない特殊な寸法や品質の丸太が必要になることがあ
るものの、このような丸太は一般に流通しておらず、木材市場でも容易に調達できない状況にある。一方、中部
森林管理局管内では、高齢級の人工林が充実しつつあり、大径材や長尺材などの特殊な需要に応じた丸太の潜在
的な供給力が高まっている。
こうした背景から、中部森林管理局では、令和２（2020）年５月から、局管内の高齢級人工林資源を活かし、
特殊な丸太の需要に応じるための新たな仕組みを設けた。
具体的には、同局は、特殊な寸法や品質の丸太を必要とする事業者からの相談があり、求められる丸太が同局

の人工林から供給可能な場合には、木材市場を通じて販売することとしており、令和２（2020）年度においては、
公共施設の建設に必要となるヒノキを、同局管内の高齢級人工林より47㎥供給している。

土場に椪
はい

積
づみ

された、ヒノキ長尺材の様子 主な用途は大規模木造建築物の梁
はり

や桁
けた

としての利用

① 　特殊な寸法や品質の木材が必要な建築及び木材関係の事業者が、各森林管理署又は木材市場※
に相談  （※令和２（2020）年度において中部森林管理局販売業務を委託することができる問屋業者）

②　相談を受けた木材市場は、中部森林管理局に販売の申し込みを行う

③ 　中部森林管理局は、管内の事業地からカラマツ・ヒノキ・スギなどの人工林からの供給が可能
かどうかを調べ、供給可能な場合には、木材市場を通じて特殊な寸法や品質の丸太を販売する

木材市場と連携した取組の流れ
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り組んでいる。

（森林環境教育の推進）

国有林野事業では、森林環境教育の場としての国

有林野の利用を進めるため、森林環境教育のプログ

ラムの整備、フィールドの提供等に取り組んでいる

（事例Ⅳ－10）。

この一環として、学校等と森林管理署等が協定を

結び、国有林野の豊かな森林環境を子供たちに提供

する「遊
ゆう

々
ゆう

の森」を設定している。令和元（2019）

年度末現在、154か所で協定が締結されており、地

域の地方公共団体、NPO等の主催により、森林教

室や自然観察、体験林業等の様々な活動が行われて

いる。

また、環境教育に取り組む教育関係者の活動を支

援するため、教職員やボランティアのリーダー等に

対する技術指導、森林環境教育のプログラムや教材

の提供等に取り組んでいる。

（地域やNPO等との連携）

国有林野事業では、国民参加の森林づくりの推進

のため、NPO等が行う自主的な森林整備等への

フィールド提供のほか、NPO等に継続的に森林づ

くり活動に参加してもらえるよう、技術指導や助言

及び講師の派遣等の支援に取り組んでいる。

地域の森林の特色を活かした効果的な森林管理が

期待される地域においては、各森林管理局が、地方

公共団体、NPO、自然保護団体等と連携して森林

整備・保全活動を行う「モデルプロジェクト」を実

施している。

例えば、群馬県みなかみ町
まち

に広がる国有林野約

１万haを対象にした「赤
あか

谷
や

プロジェクト」は、平

成15（2003）年度から、関東森林管理局、地域住

民で組織する「赤
あか

谷
や

プロジェクト地域協議会」及び

公益財団法人日本自然保護協会の協働により、生物

多様性の復元と持続可能な地域づくりを目指した森

林管理を実施している。

また、自ら森
も

林
り

づくりを行うことを希望する

NPO等と協定を締結して森
も

林
り

づくりのフィールド

を提供する「ふれあいの森」を設定しており、令和

「山の日」記念イベントで森林散策のバーチャル体験を実施事例Ⅳ－10

近畿中国森林管理局では、ウィズコロナ下に対応した新たな森林とのふれあい体験ツールとして、ＶＲ（バー
チャル・リアリティ）技術を用いた森林散策が可能となるデジタルコンテンツの提供を開始した。
同森林管理局が令和２（2020）年８月に開催した国民の祝日「山の日」を記念するイベントにおいて、家族連

れを中心とした一般参加者を対象に「ＶＲ森林散策」等を実施した。参加者は、自身のスマートフォンや会場の
スクリーンに映し出されるＶＲ動画を通じて、箕

みの

面
お

国有林（大阪府箕面市）の大ケヤキやニホンザル、大
だい

悲
ひ

山
ざん

国
有林（京都府京都市）にある日本一の樹高を誇る「花

はな

脊
せ

の三本杉」を３Ｄで体験し、都市に居ながら、普段気軽に
目にすることができない貴重な自然景観を身近に感じる感覚を味わった。
ＶＲ技術の活用により、時と場所を選ばずに、森林・林業への理解を深める機会を広く提供できるため、同局

は引き続き、様々な森林空間を題材にしたＶＲ動画の配信に取り組むこととしている。

VR動画を視聴する様子
（スクリーンに映る動画は、タブレットやVRゴーグルの動きに合わせて映像が360度動く）

＜近畿中国森林管理局 VR森林散策配信＞

https://www.rinya.maff.go.jp/
kinki/policy/business/
sitasimou/vr/index.html
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元（2019）年度末現在、全国で131か所が設定され

ている。

このほか、企業の社会的責任（CSR）活動等を目

的とした森林づくり活動へのフィールドを提供する

「社会貢献の森」、森林保全を目的とした森林パト

ロール、美化活動等のフィールドを提供する「多様

な活動の森」を設定しており、令和元（2019）年度

末現在、全国でそれぞれ180か所、78か所が設定

されている。さらに、国有林野事業では、歴史的に

重要な木造建造物や各地の祭礼行事、伝統工芸等の

次代に引き継ぐべき木の文化を守るため、「木の文

化を支える森」を設定している（資料Ⅳ－14）。「木

の文化を支える森」には、歴史的木造建造物の修復

等に必要となる木材を安定的に供給することを目的

とする「古事の森」、神社の祭礼で用いる資材の供

給を目的とする「御
おん

柱
ばしら

の森」等がある。

「木の文化を支える森」は、令和元（2019）年度

末現在、全国で合計24か所が設定されており、地

元の地方公共団体等から成る協議会が、作業見学会

の開催や下刈り作業の実施等に継続的に取り組むな

ど、国民参加による森
も

林
り

づくり活動が進められてい

る。

（分収林制度による森
も

林
り

づくり）

国有林野事業では、将

来の木材販売による収益

を分け合うことを前提

に、契約者が苗木を植え

て育てる「分収造林」や、

契約者が費用の一部を負

担して国が森林を育てる

「分収育林」を通じて、

国民参加の森
も

林
り

づくりを

進めている。令和元

（2019）年度末現在の設

定面積は、分収造林で約

10.2万ha、分収育林で

約1.2万haとなってい

る＊10。

＊10 個人等を対象とした分収育林の一般公募は、平成11（1999）年度から休止している。

分収育林の契約者である「緑のオーナー」に対し

ては、契約対象森林への案内や植樹祭等のイベント

への招待等を行うことにより、森林と触れ合う機会

の提供等に努めるとともに、契約者からの多様な意

向に応えるため、10年から20年程度契約を延長す

ることも可能としている。

また、分収林制度を活用し、企業等が契約者となっ

て社会貢献、社員教育及び顧客との触れ合いの場と

して森
も

林
り

づくりを行う「法人の森
も

林
り

」も設定してい

る。令和元（2019）年度末時点で、「法人の森
も

林
り

」

の設定箇所数は472か所、設定面積は約2.3千haと

なっている。

（イ）地域振興への寄与

（国有林野の貸付け・売払い）

国有林野事業では、農林業を始めとする地域産業

の振興、住民の福祉の向上等に貢献するため、地方

公共団体や地元住民等に対して、国有林野の貸付け

を行っている。令和元（2019）年度末現在の貸付面

積は約7.2万haで、道路、電気・通信、ダム等の公

用、公共用又は公益事業用の施設用地が49％、農

地や採草放牧地が14％を占めている。

全国の「木の文化を支える森」資料Ⅳ－14

　注：令和元（2019）年度末現在のデータである。
資料：林野庁経営企画課作成。

首
しゅ

里
り

城
じょう

古事の森（沖縄県国
くに

頭
がみ

村
そん

）
首里城古事の森（沖縄県東

ひがし

村
そん

）

秋田杉･桶
おけ

樽
たる

の森（秋田県三
み

種
たね

町
ちょう

）
ポスト天

てん

杉
すぎ

の森（秋田県三種町）

檜
ひわだ

皮の森（長野県南
な

木
ぎ

曽
そ

町
まち

）
南木曽伝統工芸の森（長野県南木曽町）

檜
ひ

山
やま

古事の森（北海道江
え

差
さし

町
ちょう

）

イウォンネシリ（北海道白
しら

老
おい

町
ちょう

）

曲げわっぱの森（秋田県大
おお

館
だて

市）

平
ひら

泉
いずみ

古事の森（岩手県奥
おう

州
しゅう

市）

「歴史の森」（岩手県一
いちの

関
せき

市）

裏
うら

木
き

曽
そ

古事の森（岐阜県中
なか

津
つ

川
がわ

市）

春
かすが

日奥
おく

山
やま

古事の森（奈良県奈良市）

斑
いかるが

鳩の里法
ほう

隆
りゅう

寺
じ

古事の森（奈良県斑
いかるが

鳩町
ちょう

）

高
こう　や　さん

野山古事の森（和歌山県高
こう　や　ちょう

野町）

祖
い

谷
や

のかずら橋・架け替え資材確保の森（徳島県三
み

好
よし

市）

木
き

うその森（大分県九
ここの

重
え

町
まち

）

鬼
お ん で こ

太鼓の森（新潟県佐
さ

渡
ど

市）

道
どう

祖
そ

神
じん

祭りの森（長野県野
の

沢
ざわ

温
おん

泉
せん

村
むら

）

戸
と

隠
がくし

竹細工の森（長野県長野市）

御柱の森（長野県下
しも

諏
す

訪
わ

町
まち

）

御柱の心をつなぐ森（長野県辰
たつ

野
の

町
まち

）

京都古事の森（京都府京都市）

小
こ

海
うみ

町
まち

御
おん

柱
ばしら

の森（長野県小
こ

海
うみ

町
まち

）
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このうち、公益事業用の施設用地については、

「FIT制度＊11」に基づき経済産業省から発電事業の認

定を受けた事業者も貸付対象としており、令和元

（2019）年度末現在で約311haの貸付けを行って

いる。

また、国有林野の一部に、地元住民を対象として、

薪炭材等の自家用林産物採取等を目的とした共同利

用を認める「共用林野」を設定している。共用林野

は、自家用の落葉や落枝の採取、地域住民の共同の

エネルギー源としての立木の伐採、山菜やきのこ類

の採取等を行う「普通共用林野」、自家用薪炭のた

めの原木採取を行う「薪炭共用林野」及び家畜の放

牧を行う「放牧共用林野」の３つに区分される。こ

れらに加えて、平成31（2019）年４月に成立した

「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現する

ための施策の推進に関する法律＊12」に基づき、アイ

＊11 FIT制度については、第Ⅲ章第２節（３）189-190ページを参照。
＊12 アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法律（平成31年法律第16号）

ヌ文化の振興等に必要な林産物の採取を行う新たな

共用林野の設定をしている（事例Ⅳ－11）。共用林

野の設定面積は、令和元（2019）年度末現在で、

117万haとなっている。

さらに、国有林野のうち、住民福祉の向上等に必

要な森林、苗畑及び貯木場の跡地等については、地

方公共団体等への売払いを行っている。令和元

（2019）年度には、ダム用地や道路用地等として、

計194haの売払い等を行った。

（公衆の保健のための活用）

国有林野事業では、優れた自然景観を有し、森林

浴、自然観察、野外スポーツ等に適した国有林野に

ついて、令和２（2020）年４月現在、全国で620か

所、約27万haを「自然休養林」、「自然観察教育林」

等の「レクリエーションの森」に設定している（資

料Ⅳ－15）。令和元（2019）年度には、「レクリエー

アイヌ文化の振興等のための共用林野設定の取組事例Ⅳ－11

令和元（2019）年に施行された「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する
法律」（平成31年法律第16号）により、共用林野制度を活用して国有林野からアイヌ文化の振興等に利用する林
産物を採取することが可能になった。
令和２（2020）年７月、北海道森林管理局日

ひ

高
だか

南部森林管理署（北海道新ひだか町
ちょう

）では、本制度を用いた初
の共用林野の契約を新ひだか町と締結した。
これまで地元のアイヌ関連団体は、アイヌの祭具である「イナウ」の材料となるヤナギを河川敷などにおいて

採取してきたが、近年、資源が減少傾向にあった。こうした中、この契約により、約1,000haの国有林野から
毎年ヤナギの枝600本の採取が可能となり、今後は祭具の材料を国有林野から安定的に採取できることが期待
できるとの評価を得ている。
北海道森林管理局では、引き続きアイヌ文化の振興等に寄与するため、共用林野制度の活用を含めた国有林野

の活用支援等を行っていくこととしている。

新ひだか町と日高南部森林管理署との契約締結の様子 （左）イナウ（アイヌの祭具）と（右）材料となるヤナギ
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ションの森」において、延べ約1.3億人の利用があっ

た。

「レクリエーションの森」では、地元の地方公共

団体を核とする「「レクリエーションの森」管理運

営協議会」を始めとした地域の関係者と森林管理署

等が連携しながら、利用者のニーズに即した管理運

営を行っている。

管理運営に当たっては、利用者からの「森林環境

整備推進協力金」による収入や、「サポーター制度」

に基づく企業等からの資金も活用している。このう

ち、サポーター制度は、企業等がCSR活動の一環

として、「「レクリエーションの森」管理運営協議会」

との協定に基づき、「レクリエーションの森」の整

備に必要な資金や労務を提供する制度であり、令和

元（2019）年度末現在、全国11か所の「レクリエー

ションの森」において、延べ18の企業等がサポー

ターとなっている。

（観光資源としての活用の推進）

平成29（2017）年４月、観光資源としての潜在

的魅力がある「レクリエーションの森」を「日
にっ

本
ぽん

美
うつく

しの森　お薦め国有林」として全国で93か所選定

した＊13（資料Ⅳ－16）。これらについては、外国人

観光客も含めた利用者の増加を目的に、標識類等の

＊13 「日本美しの森　お薦め国有林」の選定については、「平成29年度森林及び林業の動向」トピックス４（８-９ページ）を参照。

多言語化、施設整備等の重点的な環境整備やウェブ

サイト等による情報発信の強化に取り組んでいる

（事例Ⅳ－12）。令和３（2021）年３月には全国３

か所の「日
にっ

本
ぽん

美
うつく

しの森　お薦め国有林」について、

レクリエーションの森
の種類 箇所数 面積 

（千ha）
利用者数 
（百万人） 代表的なレクリエーションの森（都道府県）

自然休養林 83 95 11 高
たか

尾
お

山
さん

（東京）、赤
あか

沢
さわ

（長野）、剣
つるぎ

山
さん

（徳島）、屋
や

久
く

島
しま

（鹿児島）

自然観察教育林 92 24 14 白
しら

神
かみ

山地・暗
あん

門
もん

の滝（青森）、ブナ平
だいら

（福島）、金
きん

華
か

山
ざん

（岐阜）

風景林 170 87 74 えりも（北海道）、芦
あし

ノ
の

湖
こ

（神奈川）、嵐
あらし

山
やま

（京都）

森林スポーツ林 28 3 3 御
み

池
いけ

（福島）、滝
たき

越
ごし

（長野）、扇
おうぎ

ノ
の

仙
せん

（鳥取）

野外スポーツ地域 167 50 17 天
てん

狗
ぐ

山
やま

（北海道）、裏
うら

磐
ばん

梯
だい

デコ平
だいら

（福島）、向
むこう

坂
ざか

山
やま

（宮崎）

風致探勝林 80 14 8 温
ぬく

身
み

平
だいら

（山形）、駒
こま

ヶ
が

岳
たけ

（長野）、虹
にじ

ノ
の

松
まつ

原
ばら

（佐賀）

合　　計 620 273 127 

「レクリエーションの森」の設定状況資料Ⅳ－15

注１：箇所数及び面積は、令和２（2020）年４月１日現在の数値であり、利用者数は令和元（2019）年度の参考値である。
　２：計の不一致は四捨五入による。
資料：農林水産省「令和元年度　国有林野の管理経営に関する基本計画の実施状況」

「日
にっ

本
ぽん

美
うつく

しの森　お薦め国有林」
の例

資料Ⅳ－16

　注：各森林管理局の管轄区域における箇所
数である。

資料：林野庁経営企画課作成。
　　　「「日本美しの森　お薦め国有林」
　　　のホームページのQRコード」

然別自然休養林

焼走り
自然観察教育林

野反自然休養林

近江湖南アルプス
自然休養林 千本山風景林

森林管理局 箇所数 代表例

北海道 20 ポロト、然
しかり

別
べつ

、えりも、ニセコ・神
しん

仙
せん

沼
ぬま

東北 11 白
しら

神
かみ

山地・暗
あん

門
もん

の滝、焼
やけ

走
はし

り、温
ぬく

身
み

平
だいら

関東 15 奥
おく

久
く

慈
じ

、野
の

反
ぞり

、高
たか

尾
お

山
さん

中部 10 戸
と

隠
がくし

・大
おお

峰
みね

、駒
こま

ケ
が

岳
たけ

、赤
あか

沢
さわ

、御
おん

岳
たけ

近畿中国 20 安
あたか

宅林
ばやし

、近
おう み

江湖
こ

南
なん

アルプス、嵐
あらし

山
やま

、高
たか

取
とり

山
やま

四国 5 剣
つるぎ

山
さん

、工
く

石
いし

山
やま

、千
せん

本
ぼん

山
やま

九州 12 くまもと、宮崎、猪
いの

八
は

重
え

の滝、屋
や

久
く

島
しま
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魅力を伝える動画を農林水産省公式YouTubeチャ

ンネル及びホームページで公開したほか、それぞれ

の「日
にっ

本
ぽん

美
うつく

しの森　お薦め国有林」における四季折々

の姿や地元のイベント等を最新情報として紹介する

など魅力の発信に取り組んだ＊14。

（ウ）東日本大震災からの復旧・復興

（応急復旧と海岸防災林の再生）

平成23（2011）年３月に発生した東日本大震災

からの復旧・復興に当たって、森林管理局や森林管

理署等では、地域に密着した国の出先機関として地

域の期待に応えるため、震災直後には、ヘリコプター

による現地調査、担当官の派遣、支援物資の搬送等

を行ったほか、10年にわたり様々な取組を行って

きた。

中でも海岸防災林の再生については、国有林にお

ける海岸防災林の復旧工事を行うとともに、民有林

＊14 民有林を含めた森林を観光資源として活用する取組については、第Ⅱ章第３節（２）149-150ページを参照。

においても民有林直轄治山事業等により復旧に取り

組んできたほか、海岸防災林の復旧工事に必要な資

材として使用される木材について、国有林野からの

供給も行ってきた。

（原子力災害からの復旧への貢献）

東京電力福島第一原子力発電所の事故による原子

力災害への対応については、平成23（2011）年度

から福島県内の国有林野において環境放射線モニタ

リングを実施し、その結果を市町村等に提供してい

るほか、森林除染に関する知見の集積、林業再生等

のための実証事業、国有林野からの安全なきのこ原

木の供給等の支援を行った。さらに、環境省や市町

村等に対して、除去土壌等の仮置場用地として国有

林野の無償貸付け等を実施しており、令和２

（2020）年９月末現在、福島県、茨城県、群馬県及

び宮城県の４県19か所で計約68haの国有林野が仮

地域と連携した「日
にっ

本
ぽん

美
うつく

しの森　お薦め国有林」における景観保全の取組事例Ⅳ－12

「日本美しの森　お薦め国有林」の田
た

代
しろ

原
ばる

風致探勝林を含む奥
おく

雲
うん

仙
ぜん

田
た

代
しろ

原
ばる

地域では、以前、一帯の放牧地及びそ
の周辺で、鮮やかなピンク色の花を咲かせるミヤマキリシマが多くの観光客を楽しませていたが、近年の放牧地
減少に伴い、他の樹木が生育地を広げたため、ミヤマキリシマの群落が減少していた。
この状況を打開するため、平成17年（2005）年に地元有志による「NPO法人奥

おく

雲
うん

仙
ぜん

の自然を守る会」が設立
され、以来、令和２（2020）年度まで毎年度、ミヤマキリシマの生育に支障となる樹木の除去等、ミヤマキリシ
マの保全活動が継続して行われている。
長崎森林管理署（長崎県諫

いさ

早
はや

市）は、この保全活動により復活したミヤマキリシマを多くの方に楽しんでもら
うため、同NPO法人をはじめとした地域関係者と連携し国有林野内の整備を行っている。平成30（2018）年度
からは、これらの地域関係者と調整を行いながら、利用者等の要望を踏まえ、眺望を確保するための修景伐採に
取り組んでおり、令和２（2020）年度に同風致探勝林内を横断する県道沿いにおいて実施したことで、ミヤマキ
リシマを車中からも見ることができるようになった。同署は今後も地域と連携しながら美しい景観の維持に努め
ていくこととしている。

奥雲仙の自然を守る会による整備の様子

地元小学生によるミヤマキリシマの手入れの様子
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置場用地として利用されている。

なお、避難指示解除区域における森林整備事業の

再開が可能な地域については、森林事務所を再開し、

事業に本格的に着手している。今後も、避難指示解

除区域における森林整備や木材生産を着実に実施し

ていくこととしている＊15。

＊15 「平成30年度森林及び林業の動向」第Ⅴ章第２節（３）のコラム（238ページ）を参照。






